
1　月別の利用状況（令和８年２月まで）

月 R7.4 R7.5 R7.6 R7.7 R7.8 R7.9 R7.10 R7.11 R7.12 R8.1 R8.2 合計

相談件数 166 189 173 179 208 210 213 177 174 190 187 2,066

支援対象者数（※１） 21 17 18 24 26 24 16 17 19 23 21 226

就職者数 7 14 10 16 14 12 12 10 12 9 8 124

※１：支援対象者数＝新規支援者数

２　支援対象者別の状況（令和８年２月まで）
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令和７年度「ワークプラザ甲府」事業実績について
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資料１
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（１）相談件数の支援区分内訳

（２）新規支援者数の支援区分内訳

生活保護受給者, 879件, 

42.5%

生活困窮者, 463件, 

22.4%

ひとり親, 39件, 

1.9%

子育て, 41件, 

2.0%

障がい者, 169件, 

8.2%

移住定住希望者, 2件, 

0.1%

若年層（40歳以下）, 

87件, 4.2%

他（41歳以上、外国人）, 

386件, 18.7%

「ワークプラザ甲府」支援区分別相談件数状況

生活保護受給者, 38人, 

16.8%

生活困窮者, 43人, 

19.0%

ひとり親, 16人, 

7.1%
子育て, 13人, 

5.8%
障がい者, 16人, 

7.1%

移住定住希望者, 2人, 

0.9%

若年層（40歳以下）, 

19人, 8.4%

他（41歳以上、外国人）, 79人, 

35.0%

「ワークプラザ甲府」支援区分別対象者状況
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（３）就職者数の支援区分内訳

支援対象者数

３　令和７年度の数値目標と達成状況（令和７年２月まで）

数値目標目標項目

就職率（ワークプラザ甲府の紹介就職者数
÷支援対象者数）

就職者数

自治体誘導者数
（市役所の各窓口からワークプラザ甲府へ
誘導した支援対象者の人数）

149人

167人

40.4%以上 45.6%

40.2%

46.9%

支援対象者数に占める生活保護受給者及
び生活困窮者の割合

300人以上

191人以上

217人以上

41.0％以上

43.5%

163人

160人

R7達成状況

226人

124人

126人

35.8%

R6同時期

256人

R5同時期

271人

40.2%

生活保護受給者, 29人, 

23.4%

生活困窮者, 32人, 

25.8%

ひとり親, 2人, 1.6%子育て, 6人, 4.8%

障がい者, 16人, 

12.9%

移住定住希望者, 人, 

0.0%

若年層（40歳以下）, 8人, 

6.5%

他（41歳以上、外国人）, 31人, 

25.0%

「ワークプラザ甲府」支援区分別就職状況
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ワークプラザ甲府利用状況（R7.4.1～R8.2.28）
開所日数

220 21 20 21 22 20 20

利用者区分 就職数 就職数 就職数 就職数 就職数 就職数 就職数

合計 7,903 ( 226 ) 124 646 ( 21 ) 7 705 ( 17 ) 14 671 ( 18 ) 10 703 ( 24 ) 16 776 ( 26 ) 14 793 ( 24 ) 12

2,066 ( 226 ) 124 166 ( 21 ) 7 189 ( 17 ) 14 173 ( 18 ) 10 179 ( 24 ) 16 208 ( 26 ) 14 210 ( 24 ) 12

879 ( 38 ) 29 72 3 1 94 6 4 85 3 4 88 3 6 80 1 2 75 6 1

463 ( 43 ) 32 37 4 2 32 3 4 41 4 2 45 5 2 54 4 4 58 4 6

39 ( 16 ) 2 0 0 0 7 2 0 4 1 0 1 0 1 6 3 0 7 4 0

41 ( 13 ) 6 6 3 0 6 0 1 3 1 0 7 3 1 5 2 2 1 0 0

169 ( 16 ) 16 18 1 1 27 2 3 26 2 1 17 1 1 13 2 1 9 0 0

2 ( 2 ) 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

87 ( 19 ) 8 3 3 0 0 0 1 3 3 0 4 3 1 16 2 0 18 1 2

386 ( 79 ) 31 30 7 3 23 4 1 10 3 3 17 9 4 34 12 5 41 8 3

890 76 92 83 92 88 72

389 23 18 20 21 33 49

389 23 18 20 21 33 49

4,558 381 406 395 411 447 462

1,479 162 168 132 140 126 119

3,079 219 238 263 271 321 343

0 0 0 0 0 0 0

22 18 19 19 18

利用者区分 就職数 就職数 就職数 就職数 就職数 就職数

合計 845 ( 16 ) 12 692 ( 17 ) 10 679 ( 19 ) 12 686 ( 23 ) 9 707 ( 21 ) 8 0 ( 0 ) 0

213 ( 16 ) 12 177 ( 17 ) 10 174 ( 19 ) 12 190 ( 23 ) 9 187 ( 21 ) 8 0 ( 0 ) 0

87 3 1 80 3 4 82 2 4 64 2 1 72 6 1

44 1 5 36 5 2 32 4 2 34 3 1 50 6 2

5 2 1 6 2 0 0 0 0 2 1 0 1 1 0

0 0 1 5 2 0 0 0 1 4 1 0 4 1 0

13 3 1 14 2 2 12 1 3 15 2 3 5 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18 2 1 6 1 2 11 2 0 3 2 1 5 0 0

46 5 2 30 2 0 37 10 2 68 12 3 50 7 5

90 83 75 65 74

51 44 36 40 54 0

51 44 36 40 54

491 388 394 391 392 0

154 105 126 115 132

337 283 268 276 260

0 0 0 0 0 0

問合せ等

計

来所による問合せ（利用せず）

電話による問合せ

その他の利用 他の就労コーナーへの案内

求職活動証明件数 ハローワーク利用の証明数

検索ＰＣ閲覧
利用件数

計

検索ＰＣ閲覧【27番】

利用内訳 （　）は支援対象者数 （　）は支援対象者数 （　）は支援対象者数 （　）は支援対象者数

総利用件（者）数

相談利用件（者）数

計

生活保護受給者

生活困窮者

ひとり親

子育て

障害者

他(41以上・外）

若年層（40歳以下）

移住定住希望者

R7年度

合計 R7.4 開所日数 R7.5 開所日数

（　）は支援対象者数

開所日数 R7.6 開所日数 R7.7 開所日数

（　）は支援対象者数 （　）は支援対象者数

R7.8 開所日数 R7.9

R7.10 開所日数

（　）は支援対象者数

生活保護受給者

生活困窮者

R8.1 R8.3R7.11 開所日数

（　）は支援対象者数

R7.12 開所日数

（　）は支援対象者数

R8.2 開所日数 開所日数

（　）は支援対象者数

開所日数

（　）は支援対象者数 （　）は支援対象者数

障害者

その他の利用 他の就労コーナーへの案内

移住定住希望者

若年層（40歳以下）

他(41以上・外）

電話による問合せ

総利用件（者）数

相談利用件（者）数

求職活動証明件数

検索ＰＣ閲覧
利用件数

問合せ等

ハローワーク利用の証明数

計

検索ＰＣ閲覧【27番】

計

来所による問合せ（利用せず）

利用内訳

計

ひとり親

子育て
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資料１

【R7.4.1～R8.2.28】就職者の産業別就職先

生活保護
受給者

生活
困窮者

ひとり親
世帯

子育て
世代

障がい者
移住・
定住

若年層
（一般）

その他
（41以上・

外）
合計

A、B 農・林・漁業 1 1 2

C 鉱業・採石・砂利採取業 0

D 建設業 2 1 3

E 製造業 1 2 1 1 4 9

F 電気・ガス・水道業 0

G 情報通信業 0

H 運輸・郵便業 3 1 3 7

I 卸売・小売業 2 5 1 3 3 1 15

J 金融・保険業 0

K 不動産・物品賃貸業 0

L 学術研究・専門・技術サービス業 0

M 宿泊・飲食サービス業 1 5 2 1 1 10

N 生活関連サービス・娯楽業 1 1 1 3

O 教育・学習支援業 1 4 5

P 医療・福祉 4 3 1 4 1 6 19

Q 複合サービス業 1 1

R サービス業（他に分類されないもの） 16 13 1 6 36

S、T 公務（Rを除く） 2 1 1 10 14

不明 0

29 32 2 6 16 0 8 31 124

（単位：人）

産業名　　　　　　　 　　　　　　支援内訳

【令和7年2月までの実績】

「Ｒ：サービス業（他に分類されないもの）」の主な例→廃棄物処理業、自動車整備業、機械修理業
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資料１

1　月別の利用状況

月 R6.4 R6.5 R6.6 R6.7 R6.8 R6.9 R6.10 R6.11 R6.12 R7.1 R7.2 R7.3 合計

相談件数 120 142 133 153 145 161 222 197 172 154 186 187 1,972

支援対象者数（※１） 25 29 17 25 20 21 25 16 16 35 27 17 273

就職者数 17 19 17 11 8 9 13 16 13 6 20 16 165

※１：支援対象者数＝新規支援者数

２　支援対象者別の状況

（※２）

31

27

2

9

15

1

7

40

132

※２は、ワークプラザ甲府の紹介就職件数

16

24

25

6

54

158

36

子育て

合計 2731,972

12

障がい者

移住定住希望者

若年層（40歳以下）

他（41歳以上、外国人）

15

2

47

48

80

14 9

9

424

53

165

令和６年度「ワークプラザ甲府」事業実績について（参考資料）

支援対象者内訳

生活保護受給者

生活困窮者

ひとり親

就職者数 （人）
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相談件数 支援対象者数（※１） 就職者数
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資料１

（１）相談件数の支援区分内訳

（２）新規支援者数の支援区分内訳

生活保護受給者, 777件, 

39.4%

生活困窮者, 466件, 

23.6%
ひとり親, 36件, 

1.8%

子育て, 54件, 

2.7%

障がい者, 158件, 

8.0%

移住定住希望者, 9件, 

0.5%

若年層（40歳以下）, 

48件, 2.4%

他（41歳以上、外国人）, 

424件, 21.5%

「ワークプラザ甲府」支援区分別相談件数状況

生活保護受給者, 55人, 

20.1%

生活困窮者, 53人, 

19.4%

ひとり親, 16人, 

5.9%子育て, 24人, 

8.8%

障がい者, 25人, 

9.2%

移住定住希望者, 6人, 

2.2%

若年層（40歳以下）, 

14人, 5.1%

他（41歳以上、外国人）, 80人, 

29.3%

「ワークプラザ甲府」支援区分別対象者状況
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資料１

（３）就職者数の支援区分内訳

41.1%

R6達成状況

256人

149人

167人

40.2%

R5同時期

271人

R4同時期

300人以上

191人以上

270人以上

42.0％以上

282人

141人

189人

48.9%

就職率（ワークプラザ甲府の紹介就職者数
÷支援対象者数）

就職者数

自治体誘導者数
（市役所の各窓口からワークプラザ甲府へ
誘導した支援対象者の人数）

163人

160人

36.7%以上 46.9%

40.2%

43.5%

支援対象者数に占める生活保護受給者及
び生活困窮者の割合

支援対象者数

３　令和６年度の数値目標と達成状況（令和７年２月時点）

R6数値目標目標項目

生活保護受給者, 34人, 

20.6%

生活困窮者, 42人, 

25.5%

ひとり親, 4人, 2.4%
子育て, 12人, 7.3%

障がい者, 15人, 

9.1%

移住定住希望者, 2人, 

1.2%

若年層（40歳以下）, 9人, 

5.5%

他（41歳以上、外国人）, 47人, 

28.5%

「ワークプラザ甲府」支援区分別就職状況
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令和８年度「ワークプラザ甲府」事業計画（案） 

 

１ 事業目的 

甲府市が行う福祉に関する生活支援と山梨労働局及び甲府公共職業安定所が行う職業紹

介業務等をより身近な市役所内において一体的に実施することにより、求職者に対する総

合的な生活と就労の支援を図る。 

 

２ 一体的に実施する事業 

(1) 甲府市が行う業務 

ア 生活保護受給者及び生活困窮者に対する生活相談、状況確認、関係窓口との連絡調整 

イ ひとり親世帯（母子・父子・寡婦等）に対する生活相談、状況確認、関係窓口との連

絡調整 

ウ 子育て世代（未就学児父母等）に対する生活相談、状況確認、関係窓口との連絡調整 

エ 障害者に対する生活相談、状況確認、関係窓口との連絡調整 

オ 若年者（概ね 40歳までの就労支援を必要とする人）の生活、就労の安定化を図るた

めの相談、関係窓口との連絡調整 

カ 移住・定住希望者に対する生活相談、関係窓口との連絡調整 

キ 一般求職者（就職氷河期世代を含む。）の生活、就労の安定化を図るための相談、関

係窓口との連絡調整 

 

(2) 国が行う業務 

ア 支援対象求職者に対する職業相談及び職業紹介 

イ 求人検索パソコン等の活用による求人情報の提供 

ウ 労働市場の状況等に関する必要な情報提供 

エ 職業安定行政機関が行う各種支援についての周知、関係機関との連携による当該支

援の利用に関する相談・援助、取次ぎ等必要な業務 

オ 市が行う雇用施策に対して必要な情報の提供 

 

（3）甲府市と国が連携して行う業務 

国と甲府市が協力し、ワークプラザ甲府の就職率向上に努める。 

 

３ 実施内容 

(1) 実施場所  甲府市役所本庁 2階 「ワークプラザ甲府」 

(2) 実施日時  月曜日～金曜日（祝日、年末年始を除く） 

         午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分まで（受付時間は午前 9 時から午後 5 時

まで） 

(3) 実施体制  市：受付対応職員 2名（週 20時間職員） 国：職業相談員 2名 

 

４ 費用負担 

アクション・プランに基づき甲府市と山梨労働局及び甲府公共職業安定所が雇用、福祉

等の施策等を一体的に実施するため締結した協定第 10条による。 

資料２ 
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５ 令和８年度数値目標 

(1) 支援対象者数 

年間 270人以上 を目標とする。（昨年度目標値 300人以上） 

(2) 就職者数（一体的実施施設の就職者数（紹介就職者数＋自己就職者数）） 

年間 172人以上 を目標とする。（昨年度目標値 191人以上） 

（3）就職率（一体的実施施設の紹介就職者数÷支援対象者数） 

41.3％以上 を目標とする。（昨年度目標値 40.4％以上） 

(4) 自治体誘導者数（窓口から誘導した人数） 

年間 170人以上 を目標とする。（支援対象者の 63％以上） 

（昨年度目標値 217人以上、支援対象者の 72％以上） 

(5) 支援対象者数に占める生活保護受給者及び生活困窮者の割合 

年間 37.0％以上 を目標とする。（昨年度目標値 41.0％以上） 

 

６ 令和８年度数値目標の計算根拠等 

(1) 支援対象者数 

令和 5 年度より年間 300 人を目標値として据え置いてきたが、次の要因に基づき年

間 270人へと適正化を図る。 

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少に加え、深刻な人手不足（売り手市場）によ

り、一般求職者が民間求人サイトや SNS 等を通じて公的窓口を介さずに就職するケー

スが増加しているという構造的変化などにより、ハローワーク甲府における新規求職

者数は、令和 5 年度（18,434 人）から令和 6 年度（17,092 人）で約 7.3％減、令和 7

年度もさらに減少傾向（10 月末時点実績 9,763 人より年間推計 16,728 人）にあり、2

年間で約 1割の求職者が減少している。 

このような市場動向を鑑み、ワークプラザ甲府においても、実態に即した 1 割減の

270人へと目標を適正化する。 

(2) 就職者数 

就職者数も支援対象者数と同様に令和 6 年度より目標値を 191 人以上に据え置いて

きたが、昨今の状況を鑑み、実態に即した 1割減の 172人以上へと目標を適正化する。 

（3）就職率 

一体的実施事業（地域連携就労支援事業）における令和 7 年度の国の目標値 41.3％

以上を目標とする。 

(4) 自治体誘導者数 

ワークプラザ甲府の設置目的である「福祉と就労の一体的実施」をより深化させるた

め、「支援対象者数」に占める「自治体誘導者数」の割合から目標である誘導者数を設

定する。 

過去 3年間の実績（令和令和 4年度 67％、令和 5年度 59％、令和 6年度 63％）の平

均より支援対象者数に占める「自治体誘導者数」の割合を 63％以上と設定し、支援対

象者数 270人×63％＝170人以上とすることで、年度ごとの支援対象者数の増減に関わ

らず、支援が必要な層を確実に就労支援へと繋げる体制を構築する。 
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（生活保護受給者、生活困窮者、ひとり親世帯、子育て世代、障害者の支援対象者数を

合計した数値で計算する。） 

(5) 支援対象者数に占める生活保護受給者及び生活困窮者の割合 

支援対象者数の 1割減に合わせ、目標値を前年の 1割減の 37.0％とする。 

 

支援対象者数 

区分 R7 年度目標 Ｒ7/4～R8/2 実績 R7 年度見込み R8 年度目標 

生活保護受給者 64 人 38 人 40 人 46 人 

生活困窮者 59 人 43 人 46 人 51 人 

ひとり親世帯（母子・父子・寡婦等） 21 人 16 人 16 人 19 人 

子育て世代（未就学児父母等） 28 人 13 人 14 人 16 人 

障害者 30 人 16 人 16 人 19 人 

一般求職者、若年者及び移住・定住希望者 98 人 100 人 111 人 119 人 

合計 300 人 226 人 243 人 270 人 

就職者数 ※カッコ内が、一体的実施施設の紹介就職件数の数値である。 

区分   Ｒ7 年度目標 Ｒ7/4～R8/2 実績 R7 年度見込み R8 度目標 

生活保護受給者 （36）41 人 （26）29 人 （29）32 人 （36）40 人 

生活困窮者 （30）41 人 （28）32 人 （30）36 人 （39）45 人 

ひとり親世帯（母子・父子・寡婦等） （3）4 人 （1）2 人 （1）2 人 （1）3 人 

子育て世代（未就学児父母等） （4）4 人 （4）6 人 （５）7 人 （6）9 人 

障害者 （12）15 人 （14）16 人 （16）18 人 （20）22 人 

一般求職者、若年者及び移住・定住希望者 （61）86 人 （30）39 人 （34）45 人 （41）53 人 

合計 （146）191 人 （103）124 人 （115）140 人 （143）172 人 

 

 


